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健 全 化 判 断 比 率 等 の 審 査 意 見 の 提 出 に つ い て 

 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第 1 項 

 

の規定により，平成３０年度決算に基づく神戸市健全化判断比率及び資金不足 

 

比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査し，次のとおり 

 

その意見を提出します。 
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凡 例 

 

１ 文中で用いる金額は，原則として表示単位の一つ下の位以下を切り捨てて 

いる。 

２ 各表中の金額は，原則として百円の位を四捨五入し千円単位で表示した。 

したがって，合計と内訳の計が一致しない場合がある。 

３ 各表中の比率は百分率で表示し，小数点以下第２位を四捨五入した。 

したがって，合計と内訳の計が一致しない場合がある。 

４ 各表中の符号の用法は，次のとおりである。 

「－」 ---------------- 算出不能又は無意味のもの。 
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平成 30 年度決算に基づく神戸市健全化判断比率等審査意見 

 

第１ 審 査 の 対 象 

１ 平成 30 年度決算に基づく健全化判断比率（実質赤字比率，連結実質赤字比率，実質公債費比率

及び将来負担比率）及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

２ 平成 30 年度決算に基づく資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

第２ 審 査 の 方 法 

健全化判断比率及び資金不足比率の算定は法令等に基づいて適正に行われているか，算定の基

礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかについて，算定過程における判断の妥当

性を含めて審査を行うため，決算書類，証書類，諸帳簿等との照合，責任者に対する質問等を行っ

た。 

また，各比率については，年度比較による分析を行った。 

 

第３ 審 査 の 期 間  

令和元年 5 月 22 日 ～ 8 月 23 日 

 

第４ 審 査 の 結 果 

平成 30 年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項

を記載した書類は，いずれも適正に作成されているものと認められた。 

審査の概要は以下のとおりである。 

 



- 2 - 

 

１ 総括 

⑴  算定対象会計 

健全化判断比率及び資金不足比率の算定対象となる会計の区分は第１表のとおりである。 

 

第 １ 表   健 全 化 判 断 比 率 等 の 対 象 会 計 

 

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業 費

市 営 住 宅 事 業 費

公 債 費

国 民 健 康 保 険 事 業 費

農 業 共 済 事 業 費

駐 車 場 事 業 費

介 護 保 険 事 業 費

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 費

市 場 事 業 費

食 肉 セ ン タ ー 事 業 費

農 業 集 落 排 水 事 業 費

市 街 地 再 開 発 事 業 費

下 水 道 事 業 会 計

港 湾 事 業 会 計

新 都 市 整 備 事 業 会 計

自 動 車 事 業 会 計

高 速 鉄 道 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計

工 業 用 水 道 事 業 会 計

阪神水道企業団

兵庫県後期高齢者医療広域連合

関西広域連合

神戸市道路公社

公立大学法人神戸市外国語大学　

地方独立行政法人神戸市民病院機構

損失補償を付している団体

反復・継続的な短期貸付を受けている団体

一
般
会
計
等

そ
の
他
の
特
別
会
計

一部事務組合，広域連合

地方公社，第三セクター
など

一般会計等以外の
特別会計のうち
公営企業に係る
特別会計以外の
特別会計

一　　　般　　　会　　　計

法
適
用

公営企業に係る
特別会計※1

法
非
適
用

実
質
赤
字
比
率

連

結

実

質

赤

字

比

率

資

金

不

足

比

率

※
2

実

質

公

債

費

比

率

将

来

負

担

比

率

 
 

 ※1 「法適用」は地方公営企業法の規定の全部又は一部を適用する公営企業，「法非適用」は「法適用」以外の 

公営企業である。 
 ※2  資金不足比率は公営企業ごとに算定される。 
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⑵  地方公共団体の財政の健全化に関する法律の概要 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（以下，「財政健全化法」という。）」は，地方

公共団体の財政の健全性に関する比率の公表の制度を設け，当比率に応じて財政の早期健全化及

び財政の再生並びに公営企業の経営の健全化を図るための計画を策定する制度を定めることなど

により地方公共団体の財政の健全化に資することを目的として，平成 21 年 4 月 1 日から本格的に

施行されている。 

健全化判断比率及び資金不足比率は，監査委員の審査を経て，議会への報告，公表が行われ，

各比率が早期健全化基準以上であれば財政健全化計画を，財政再生基準以上であれば財政再生計

画を議会の議決を経て定めなければならないこととなっている。 

 

⑶  健全化判断比率の状況 

平成30年度決算に基づく健全化判断比率の状況は，第２表のとおりである。 

第 ２ 表   健 全 化 判 断 比 率 の 状 況 

（単位 比率：％）

早期健全化 財政再生
基準 基準

実 質 赤 字 比 率 － －     11.25  20.00

連 結 実 質 赤 字 比 率 － －     16.25  30.00

実 質 公 債 費 比 率 5.7 6.6     25.0 35.0

将 来 負 担 比 率 71.0 78.8    400.0 －

平成29年度平成30年度

 

 

平成30年度決算において一般会計及び一般会計等に属する特別会計の実質赤字及び全会計の連

結実質赤字は生じていないことから，実質赤字比率及び連結実質赤字比率は算定されない。 

このほか，当年度の実質公債費比率は5.7％,将来負担比率は71.0％であり，いずれも早期健全

化基準を下回っている。 

なお，当年度の実質公債費比率は前年度に比べ0.9ポイント低下しているが，これは主として地

方債の元利償還金の３ヵ年平均が減少したことにより低下したものである。 

また，当年度の将来負担比率は，主として公営企業債等繰入見込額が減少したことにより前年

度に比べ 7.8 ポイント低下した。 
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⑷ 資金不足比率の状況 

平成30年度決算に基づく公営企業に係る特別会計の資金不足比率の状況は，第３表のとおりで

ある。 

第 ３ 表   資 金 不 足 比 率 の 状 況 

（単位 比率：％）

経営健全化
基準

市 場 事 業 費 － －

食 肉 セ ン タ ー 事 業 費 － －

農 業 集 落 排 水 事 業 費 － －

市 街 地 再 開 発 事 業 費 － －

下 水 道 事 業 会 計 － －

港 湾 事 業 会 計 － －

新 都 市 整 備 事 業 会 計 － －

自 動 車 事 業 会 計 18.3 16.8

高 速 鉄 道 事 業 会 計 － －

水 道 事 業 会 計 － －

工 業 用 水 道 事 業 会 計 － －

20.0

平成29年度平成30年度

 
      備考: 経営健全化基準以上であれば経営健全化計画を策定。 
 

公営企業に係る特別会計 11 会計のうち，自動車事業会計において資金不足比率が算定されてい

るが，経営健全化基準を下回っている。 

自動車事業会計の当年度の資金不足比率は，資金不足額の増加及び営業収益の減少により，前

年度に比べ 1.5 ポイント悪化し，18.3％となっている。 
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２ 健全化判断比率 

⑴  実質赤字比率 

実質赤字比率は，一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模（地方公共団体の標準的な状

態で通常収入が見込まれる一般財源の規模）に対する比率であり，算定式は以下のとおりである。  

     

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模
　実質赤字比率 ＝

 
      備考:1 実質赤字額=繰上充用額+支払繰延額+事業繰越額 

         2 標準財政規模=標準税収入額等+普通交付税+臨時財政対策債発行可能額 
 

当該比率は，一般会計等の実質収支額合計が赤字である場合に算定される。平成 30 年度決算に基

づく一般会計等の実質収支額合計は第４表のとおり黒字であり，当該比率は算定されない。 

なお，当年度の一般会計の実質収支は，20億 3千 9 百万円の黒字となっている。 

 

第 ４ 表   実 質 赤 字 比 率 の 状 況 

(単位　金額：千円，比率：％)

2,039,686 2,657,560 △ 617,874

一 般 会 計 2,039,686 1,678,755 360,931

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 ※ 0 0 0

市 営 住 宅 事 業 費 0 0 0

空 港 整 備 事 業 費 -             978,805 △ 978,805

公 債 費 0 0 0

標　準　財　政　規　模　  　　 　(B) 438,756,055 437,141,160 1,614,895

実　質　赤　字　比　率　　(A/B×100) － － －

一 般 会 計 等 実 質 収 支 額　　(A)

会　計　名
対前年度増減

(a-b)
平成30年度

(a)
平成29年度

(b)

 
※ 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費の歳入歳出差引額は，財政健全化法の算定上，翌年度事業に対する財源と

みなされるため，同法上の実質収支は 0となる。 

    備考：(A)欄の合計額は一般会計等の相互間の重複額を控除した純計による歳入及び歳出に基づいて算定したもの。 

なお，会計別内訳は純計に基づくものではない。 

実質赤字の場合は，実質収支額欄が負の値となる。 
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⑵  連結実質赤字比率 

①  概要 

連結実質赤字比率は，公営企業に係る特別会計等を含む全会計を対象とした実質赤字額又は資

金の不足額の標準財政規模に対する比率であり，算定式は以下のとおりである。 

   

全会計の連結実質赤字額

標準財政規模
　連結実質赤字比率 ＝

 
 

備考:1 連結実質赤字額=(実質黒字額+資金剰余額)-(実質赤字額+資金不足額)がマイナスの値である。 

      2 資金不足額(法適用企業)=[{(流動負債-流動負債に計上されている建設改良費等に充てる企業債)+建設

改良費等以外の経費に充てる地方債}-流動資産]-解消可能資金不足額 

        資金剰余額(法適用企業)=流動資産-{(流動負債-流動負債に計上されている建設改良費等に充てる企業

債+建設改良費等以外の経費に充てる地方債} 

       なお，流動資産や流動負債からは一般会計等との重複額等の控除があるほか，宅地造成事業を行う特別

会計には土地評価差額等特例的な取扱いがある。 

      3 実質赤字額=繰上充用額+支払繰延額+事業繰越額 
 

平成 30 年度決算に基づく全会計の連結実質収支額は，第５表のとおりであり，全会計の連結

実質赤字は生じていないことから，当該比率は算定されない。 

 

第 ５ 表   連 結 実 質 赤 字 比 率 の 状 況 
 

（単位　金額：千円，比率：％）

平成29年度(b)

2,039,686 (1.0) 2,657,560 △ 617,874

2,726,643 (1.4) 5,971,350 △ 3,244,707

578,360 (0.3) 1,798,770 △ 1,220,410

64,494 (0.0) 72,830 △ 8,336

7,893 (0.0) 6,511 1,382

2,075,896 (1.0) 4,093,239 △ 2,017,343

0 (0.0) 0 0

196,394,034 (97.6) 169,076,555 27,317,479

市 場 事 業 費 0 (0.0) 0 0

食 肉 セ ン タ ー 事 業 費 0 (0.0) 0 0

農 業 集 落 排 水 事 業 費 0 (0.0) 0 0

市 街 地 再 開 発 事 業 費 0 (0.0) 0 0

下 水 道 事 業 会 計 26,887,697 (13.4) 26,189,609 698,088

港 湾 事 業 会 計 34,879,047 (17.3) 14,224,571 20,654,476

新 都 市 整 備 事 業 会 計 114,021,812 (56.7) 112,544,397 1,477,415

自 動 車 事 業 会 計 △ 1,823,833 (△ 0.9) △ 1,714,396 △ 109,437

高 速 鉄 道 事 業 会 計 4,653,749 (0.0) 1,728,513 0

水 道 事 業 会 計 15,881,195 (7.9) 14,413,831 1,467,364

工 業 用 水 道 事 業 会 計 1,894,367 (0.9) 1,690,030 204,337

201,160,363 (100.0) 177,705,465 23,454,898

438,756,055 437,141,160 1,614,895

－ － －

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 費 ※ 1

法
非
適
用

国 民 健 康 保 険 事 業 費

平成30年度(a)

法
適
用

公 営 企 業 に 係 る 特 別 会 計 （ C ）

実質収支額／資金不足・剰余額

連 結 実 質 収 支 額 （ D ＝ A ＋ B ＋ C ）

介 護 保 険 事 業 費

駐 車 場 事 業 費

連 結 実 質 赤 字 比 率 （ D ／ E ）

標 準 財 政 規 模 （ E ）

一 般 会 計 等 以 外 の 特 別 会 計 の う ち
公営企業に 係る 特別 会計 以外 の会 計（ B）

農 業 共 済 事 業 費

対前年度増減
(a－b)

一 般 会 計 等 （ A ）

 
※1 後期高齢者医療事業費の歳入歳出差引額は，財政健全化法の算定上，翌年度事業に対する財源とみなされるため，同法上の実

質収支額は 0 となる。 



- 7 - 

 
備考：1 「実質収支額／資金不足・剰余額」欄の負の値は，公営企業に係る特別会計における資金不足額又はその他の会計におけ

る実質赤字を表している。 

2 表中の（ ）は「連結実質収支額(D)」に対する構成比率である。 

 

なお，販売を目的とする土地を保有し宅地造成事業を行う特別会計については，算定上特例的

な取扱いがあり，その状況は「②宅地造成事業を行う特別会計の概要」で述べる。 

 

② 宅地造成事業を行う特別会計の概要 

本市において，宅地造成事業を行う特別会計は新都市整備事業会計（地方公営企業法適用），

市街地再開発事業費（地方公営企業法非適用）の 2 会計である。 

新都市整備事業会計においては，第６-１表のとおり，流動資産から流動負債を差し引いた額

（他会計との重複額の控除等の調整後）(A)は 1,064 億円であるが，算定上の特例により販売用

土地収入見込額(B)を加え，その造成のために起こした地方債の現在高等(C),(D)を差し引きす

るため，財政健全化法における資金剰余額(E)は 1,140 億円であり，連結実質収支額の 56.7％

となっている。 

資金剰余額(E)が前年度に比べ 14 億円増加している。これは主として，地方債の償還に伴い

地方債の現在高(D)が 184 億円減少したことによるものである。 

 

第 ６－１ 表   宅地造成事業を行う特別会計(法適用企業)の状況 

〔新都市整備事業会計〕(単位　金額：千円)

平成30年度
(a)

平成29年度
(b)

対前年度増減
(a-b)

(A) 106,416,899 106,716,585 △ 299,686

(B) 174,371,389 193,123,204 △ 18,751,815

(C) 67,392,476 69,439,392 △ 2,046,916

地方債の現在高 (D) 99,374,000 117,856,000 △ 18,482,000

資金剰余額  (A)＋(B)－(C)－(D) (E) 114,021,812 112,544,397 1,477,415

当年度末の流動資産から流動負債を差し引いた額

販売用土地収入見込額

販売用土地収入見込額から控除する額

 

備考：1 (A)欄は，(流動資産-他会計との重複額)-(流動負債-流動負債に計上されている建設改良費等に充てる企業

債-他会計との重複額) 

2 (B)欄は，時価評価から販売経費等見込額を控除した額，簿価のいずれか低い方である。 

時価評価は，区域ごとの販売公表価格を基準として販売実績の有無や売出開始後の経過年数を加味する方法

を用いて算定している。 

3 (D)欄は，算定の取扱い上，流動負債に計上されている地方債の現在高（186 億円）は含まれていない。 
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次に，市街地再開発事業費の状況は第６-２表のとおりであり，市街地再開発事業費の繰越金 

(A)に販売用土地収入見込額(B)を加え，地方債の現在高(C)を控除した額となる。 

市街地再開発事業費の繰越金(A)は 0 で，販売用土地収入見込額(B)は地方債の現在高(C)より

も下回っていることから，財政健全化法の算定上，資金剰余額(D)は 0 となる。 

 

第 ６－２ 表   宅地造成事業を行う特別会計(法非適用企業)の状況 

〔市街地再開発事業費〕(単位　金額：千円)

平成30年度
(a)

平成29年度
(b)

対前年度増減
(a-b)

0 0 0

24,413,702 24,435,294 △ 21,592

28,652,106 30,451,769 △ 1,799,663

0 0 0資金剰余額  (A)＋(B)－(C)　　　　       　　　　  (D)

市街地再開発事業の繰越金　　　　(A)

販売用土地収入見込額    　　　　(B) 

地方債の現在高　 　　　　　　　 (C)

 

備考: (B)欄は，保留床売却収入見込額である。 

 



- 9 - 

 

⑶  実質公債費比率 

  ①  概要 

実質公債費比率は，一般会計等の実質的な公債費負担額の標準財政規模に対する比率（3 ヵ

年平均）であり，算定式は以下のとおりである。財政健全化法における早期健全化基準は 25％，

財政再生基準は 35％であり，また，18％以上になると地方債発行の協議団体から許可団体へ移

行することになる基準である。 

 

元利償還金＋準元利償還金－特定財源－算入公債費等の額

標準財政規模－算入公債費等の額
 実質公債費比率 ＝ の3ヵ年平均

 
 
備考:1 準元利償還金は，公債基金の積立不足額を考慮して算定した額，満期一括償還地方債の 1 年当たりの

元金償還金相当額，公営企業債の元利償還金に充当した一般会計からの繰出金，阪神水道企業団の地

方債償還に対する負担金及び公債費に準じる債務負担行為に係るものの合計である。 

   2 算入公債費等の額は，元利償還金及び準元利償還金に係る地方交付税の基準財政需要額への算入額で

ある。 

 

当年度の算定状況は第７表のとおりであり，実質公債費比率は5.7％で，前年度（6.6％）に

比べ0.9ポイント低下している。これは主として，地方債の元利償還金の３ヵ年平均が減少し

たことにより低下したものである。 

 

第 ７ 表   実 質 公 債 費 比 率 の 状 況 

(単位　金額：千円，比率：％)

平成30年度 平成29年度 平成28年度

地方債の元利償還金　　　  　 (A) 48,267,151 49,468,940 55,918,810

準元利償還金　　　　　　　　 (B) 58,646,476 62,502,185 61,108,425

特定財源　　　　　　　　　  (C) 30,747,233 30,383,269 29,819,400

元利償還金及び準元利償還金に係る
基準財政需要額算入額

(D) 60,610,734 60,702,585 62,703,015

標準財政規模　　　　　　　　 (E) 438,756,055 437,141,160 384,939,904

4.1% 5.5% 7.6%

5.7%

備考：1　平成29年度実質公債費比率(平成27年度～平成29年度の3ヵ年平均)は，6.6％である。

実質公債費比率(単年度) 　

実質公債費比率(3カ年平均)

　　　2　実質公債費比率(単年度)＝
(Ａ＋Ｂ)－Ｃ－Ｄ

×100
Ｅ－Ｄ  
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⑷  将来負担比率 

   ①  概要 

将来負担比率は，一般会計等が将来負担するべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

であり，算定式は以下のとおりである。これは財政健全化法で導入された唯一のストック指標

であり，政令市の早期健全化基準は 400％とされている。 

 

     

将来負担額－充当可能財源等

標準財政規模－算入公債費等の額
　将来負担比率 ＝

 
 

平成 30 年度決算に基づく算定状況は第１図のとおりである。将来負担額 1 兆 5,513 億円か

ら充当可能財源等 1 兆 2,827 億円を差し引いた実質的な将来負担額は 2,685 億円であり，標準

財政規模から地方債の元利償還等に対する地方交付税の基準財政需要額への算入額を控除し

た額 3,781 億円に対する将来負担比率は 71.0％で，前年度（78.8％）に比べ 7.8 ポイント低

下している。 

 

第 １ 図   将  来  負  担  比  率  の  状  況 

ｱ 地方債の現在高

12,240(78.9%）

ｲ 債務負担行為に

基づく支出予定額

137(0.9％)ｳ 公営企業債等繰入

見込額 1,735(11.2%)  

ｴ 組合負担等

見込額 4(0.0%)

ｵ 退職手当負担見込額

1,324(8.5%)
ｶ 設立法人の負債額等

負担見込額 70(0.5％)

ｷ 基準財政需要額

算入見込額

7,752(60.4%)

ｸ 特定歳入

2,083(16.2％)

ｹ 基金

2,990(23.3％)

C 標準財政規模

Ｄ 算入公債費等の額

606

0

5,000

10,000

15,000

20,000

A 将来負担額 B 充当可能財源等

（億円）

Ｃ－Ｄ＝3,781

（算定式）

Ａ－Ｂ
将来負担比率＝

Ｃ－Ｄ

＝ 71.0％

実質的な将来負担額

Ａ－Ｂ＝2,685

Ａ 将来負担額
15,513（億円）

Ｂ 充当可能財源等
12,827（億円）

Ｃ 標準財政規模
4,387（億円）

 

     備考：グラフ上の( )は，A:将来負担額に対する構成比率，B:充当可能財源等に対する構成比率である。 
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 ②  一般会計等の将来負担額 

一般会計等の将来負担額の状況は第８表のとおりであり，主として公営企業債等繰入見込額

が減少したことにより，前年度に比べ 94 億円減少している。 

 

第 ８ 表   一 般 会 計 等 の 将 来 負 担 額 の 状 況 

(単位 金額：千円，比率：％)

平成29年度
(b)

対前年度増減
(a-b)

1,224,022,755 (323.7) 1,222,264,371 1,758,384

13,745,744 (3.6) 14,140,303 △ 394,559

173,599,332 (45.9) 182,767,876 △ 9,168,544

455,951 (0.1) 627,658 △ 171,707

132,468,644 (35.0) 139,917,965 △ 7,449,321

7,032,161 (1.9) 1,016,225 6,015,936

0 (0.0) 0 0

0 (0.0) 0 0

1,551,324,587 (410.2) 1,560,734,398 △ 9,409,811

438,756,055 437,141,160 1,614,895

60,610,734 60,702,585 △ 91,851

378,145,321 376,438,575 1,706,746

公営企業債等繰入見込額　　　　 ウ

平成30年度
(a)

地方債の現在高　　　　　　　　 ア　

債務負担行為に基づく支出予定額 イ

組合負担等見込額　　　　　  　 エ　　　

退職手当負担見込額　　　　　　 オ

設立法人の負債額等負担見込額　 カ　

連結実質赤字額　　　　　　　　 ①

組合連結実質赤字額負担見込額   ②

将来負担額合計(ア～カ計＋①＋②)

( 参 考 ) 標 準 財 政 規 模 C

( 参 考 ) 算 入 公 債 費 等 D

(参考)将来負担比率算式の分母(C－D)  

  備考:1 表中のアからカ，C，D は第 1 図参照 

      2 表中の（ ）は，将来負担比率算式の分母（C-D）に対する比率である。 

 

各算定要素の概要は，以下のとおりである。 

ア 地方債の現在高 

一般会計等の地方債の現在高は 1 兆 2,240 億円で，将来負担額の 78.9％となっており，主

として臨時財政対策債が 415 億円増加したことにより，前年度に比べ 17 億円増加している。 

 

イ 債務負担行為に基づく支出予定額 

債務負担行為に基づく支出予定額は 137 億円である。 

主な内訳は，東灘区，灘区，及び北区の庁舎整備に係るもの 83 億円，中央卸売市場本場の

再整備など PFI 事業に係るもの 28 億円，学校先行建設に係るもの 22 億円などである。学校

先行建設に係る債務負担行為が前年度に比べ 37 億円減少したこと等により，支出予定額は前

年度に比べ 3 億円減少している。 
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ウ 公営企業債等繰入見込額 

一般会計等以外の特別会計の企業債等元金償還に対する一般会計等の繰入見込額は 1,735

億円であり，将来負担額の 11.2％となっている。これは，一般会計等以外の特別会計 16 会

計のうち下水道事業会計など９会計に対するものであり，内訳は第９表のとおりである。 

宅地造成事業以外については，企業債残高に過去 3 ヵ年の準元金償還金を元金償還金で除

した繰入実績等の平均値を乗じて算定されるが，経常赤字の公営企業は総務省が定める繰出

基準に基づく繰入見込額が下限となる。  

宅地造成事業については，現在の繰入実績の有無にかかわらず，事業終了時の実質的な債

務超過に相当する額が算定される。 

前年度に比べ繰入見込額が 91 億円減少（第８表参照）しているのは，下水道事業会計にお

いて，前年度に比べ企業債残高及び繰入割合が減少したことなどによるものである。 

 

第 ９ 表   公 営 企 業 債 等 繰 入 見 込 額 の 状 況 

（単位　金額：千円）

繰入見込額
宅地造成事業

以外(A)

繰入見込額
宅地造成事業

(B)

合　　計
(A)+(B)

繰入見込額
宅地造成事業

以外(A)

繰入見込額
宅地造成事業

(B)

合　　計
(A)+(B)

下水道事業会計 46,127,621 － 46,127,621 50,670,642 － 50,670,642

高速鉄道事業会計 49,349,867 － 49,349,867 49,930,872 － 49,930,872

港湾事業会計 44,294,687 － 44,294,687 43,121,659 － 43,121,659

市街地再開発事業費 20,892,292 2,056,133 22,948,425 21,603,999 5,940,507 27,544,506

農業集落排水事業費 6,661,635 － 6,661,635 7,403,736 － 7,403,736

市場事業費 2,759,375 － 2,759,375 2,553,129 － 2,553,129

食肉センター事業費 1,322,472 － 1,322,472 1,398,085 － 1,398,085

自動車事業会計 80,363 － 80,363 84,158 － 84,158

駐車場事業費 0 － 0 2,595 － 2,595

水道事業会計 54,887 － 54,887 58,494 － 58,494

合　　計 171,543,199 2,056,133 173,599,332 176,827,369 5,940,507 182,767,876

会計名

平成30年度 平成29年度

 

 

エ 組合負担等見込額 

阪神水道企業団が実施する水源開発等施設整備に係る地方債の償還額等については，繰出

基準の対象となる地方債等の現在高に構成団体ごとの負担率を乗じて算定している。本市の

負担見込額は，主として対象となる地方債の償還進捗等により，前年度に比べ 1 億円減少し，

4 億円となった。 

また，兵庫県後期高齢者医療広域連合及び関西広域連合については，本市が負担するべき

地方債現在高はなく，負担見込額は算定されない。 

なお，各団体においては，当年度の連結実質赤字額はなく，組合連結実質赤字額負担見込

額は算定されない。 
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オ 退職手当負担見込額 

当年度末退職者を除く全職員のうち，一般会計等が実質的に退職手当を負担する職員が，

当年度末に自己の都合により退職するものと仮定した場合に支給するべき退職手当額である。 

退職手当負担見込額は 1,324 億円であり，前年度に比べ 74 億円減少している。これは平成

30 年度より退職手当の基本額の支給率が減改定となったこと及び職員数の減による。 

 

カ 設立法人の負債額等負担見込額 

(ｱ) 神戸市道路公社に係るもの 

神戸市道路公社の負債額に係る一般会計等の負担見込額は第１０表のとおりである。 

借入金残高は 199 億円，将来収支見込額は 119 億円で，償還に充てることができる現預金

等が 26 億円となったため，将来負担額は 53 億円となった。 

なお，財政健全化法においては，本市からの出資金 283 億円及び本市からの借入金 18 億

円を同公社に係る負担見込額の算定上考慮しない。 

 

第 １０ 表   道路公社の負債額に係る負担見込額の状況 

（単位　金額：千円）

借入金残高 将来収入見込額 将来支出見込額 将来収支見込額
道路事業損失
補てん引当金

将来負担額
（負の場合0）

（A） （B） （C） (D)=(B)-(C) （E） (A)-(D)-(E)

道路特措法 19,761,024 75,380,011 63,779,963 11,600,048

上記以外 160,000 713,583 380,380 333,203

計 19,921,024 76,093,594 64,160,343 11,933,251

道路特措法 17,296,543 82,714,363 65,805,458 16,908,905

上記以外 160,000 795,662 395,808 399,854

計 17,456,543 83,510,025 66,201,266 17,308,759

道路特措法 2,464,481 △ 7,334,352 △ 2,025,495 △ 5,308,857

上記以外 0 △ 82,079 △ 15,428 △ 66,651

計 2,464,481 △ 7,416,431 △ 2,040,923 △ 5,375,508

△ 927,054

5,357,943

0

5,357,943

2,629,830

3,556,884

平成30年度（a）

平成29年度（b）

対前年度増減 （a-b）

 

備考：1 (A)欄は本市からの長期借入金残高を除く。 

2 (B)欄及び(C)欄は，道路整備特別措置法に係る業務については計画上の収入及び支出をそれぞれ過去 

3 ヵ年の実績に応じて補正し，それ以外の業務については３ヵ年平均値に業務実施見込期間を掛けて 

算出している。 

3 (E)欄は道路整備特別措置法施行令に基づく道路事業損失補てん引当金のうち，現預金等借入金の償還

に充てることができるものに限る。 

 

(ｲ) 地方独立行政法人に係るもの 

本市の地方独立行政法人として，公立大学法人神戸市外国語大学及び地方独立行政法人神

戸市民病院機構があるが，各法人とも繰越欠損金はなく，負担見込額は算定されない。 
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(ｳ) 損失補償債務等に係るもの 

損失補償債務等に係る負担見込額の状況は第１１表のとおりであり，負担見込額は 16 億

円となっている。 

(ⅰ) 第三セクター等に係る損失補償債務等負担見込額 

公益財団法人神戸医療産業都市推進機構に対し，本市が損失補償を行っている債務 33

億円を対象に，法人の財務諸表における経常損益や純資産等の状況等に応じて国の算定基

準に基づき，50％を本市の将来負担額とする方法で算定されており，負担見込額は 16 億 5

千万円となっている。 

(ⅱ) 公的信用保証，その他の損失補償債務等に係る負担見込額 

公的信用保証及びその他の損失補償債務等に係る負担見込額は 2 千 4 百万円で，前年度

に比べ微減となっている。 

 

第 １１ 表   損失補償債務等に係る負担見込額の状況 

(単位　金額：千円)

平成30年度
(a)

平成29年度
(b)

対前年度増減
(a-b)

(ⅰ) 第三セクター等に係る損失補償債務等負担見込額 ※１ 1,650,000 990,000 660,000

(公財)神戸医療産業都市推進機構 1,650,000 990,000 660,000

(ⅱ) 公的信用保証，その他の負担見込額 24,218 26,225 △ 2,007

神戸電鉄株式会社 ※２ 24,218 26,225 △ 2,007

1,674,218 1,016,225 657,993合　　　　　　計  
※１ 損失補償債務等に係る負担見込額の算定要素である経常損益からは本市の補助金等財政支援分が除かれる。 

※２ 三田線複線化等事業に係る損失補償債務。 
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③ 充当可能財源等 

一般会計等の将来負担額に対する充当可能財源等の状況は第１２表のとおりであり，充当可

能財源等合計額は 1 兆 2,827 億円で，前年度に比べ 188 億円増加している。 

 

第 １２ 表   充 当 可 能 財 源 等 の 状 況  

（単位　金額：千円，比率：％）

平成29年度
(b)

対前年度増減
(a－b)

775,260,441 (60.4) 763,524,226 11,736,215

充当可能特定歳入 ク 208,379,889 (16.2) 218,695,708 △ 10,315,819

114,497,730 (8.9) 117,076,559 △ 2,578,829

54,263,060 (4.2) 54,663,456 △ 400,396

39,619,099 (3.1) 43,747,835 △ 4,128,736

0 (0.0) 3,207,858 △ 3,207,858

充当可能基金     ケ 299,088,928 (23.3) 281,632,141 17,456,787

259,490,531 (20.2) 241,161,705 18,328,826

15,246,770 (1.2) 13,996,441 1,250,329

12,898,689 (1.0) 12,898,087 602

11,452,938 (0.9) 13,575,908 △ 2,122,970

1,282,729,258 (100.0) 1,263,852,075 18,877,183

平成30年度
(a)

基準財政需要額算入見込額  キ

都市計画税収

その他の基金

充当可能財源等合計（キ～ケ計）

転貸債に係る償還金

公営住宅の使用料等

国庫支出金等

公債基金

都市整備等基金

財政調整基金

 

備考：1 表中のキ，ク，ケは第 1 図参照 

     2 表中の（ ）は充当可能財源等に対する構成比率である。 

 

ア 基準財政需要額算入見込額（第１２表 キ ） 

基準財政需要額算入見込額は7,752億円で，充当可能財源等の60.4％となっている。これは，

地方債償還元金等に対する地方交付税の基準財政需要額への算入見込額であり，地方債現在高

等に国が定めた算入率を乗じて算定され，前年度に比べ算入見込額合計は 117 億円増加してい

るが、これは臨時財政対策債償還費に係る算入見込額が増加したことなどによる。 

イ 地方債の元金償還に対する充当可能特定歳入（第１２表 ク ） 

地方債の元金償還に対する充当可能特定歳入は 2,083 億円で，充当可能財源等の 16.2％と

なっている。前年度に比べ 103 億円減少しているが，これは地方債の償還に充てる公営住宅の

使用料等の充当見込額が減少したことなどによる。 

  ウ 充当可能基金（第１２表 ケ ） 

充当可能基金は，財政健全化法上では，法律で使途が限定されている基金や公営企業に設け

られた基金を除く全ての基金（繰替運用や不動産等で保有する部分を除く）とされており，充

当可能基金額は公債基金など 18 基金 2,990 億円（同 23.3％）となっている。 

前年度に比べ 174 億円増加しているが，これは公債基金が増加したことなどによる。 
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３ 公営企業の資金不足比率 

⑴  概要 

資金不足比率は，各公営企業における資金の不足額の事業規模に対する比率であり，算定式は

以下のとおりである。 

  

資金の不足額

事業規模
　資金不足比率 ＝

 
備考:1 資金の不足額 

〔法適用〕=[{(流動負債-流動負債に計上されている建設改良費等に充てる企業債)+建設改良費等以外の経費に

充てる地方債}-流動資産]-解消可能資金不足額 

〔法非適用〕=(実質赤字額+建設改良費等以外の経費に充てる地方債)-解消可能資金不足額 

       なお，本市の法非適用の公営企業に対しては一般会計が収支差補填等の繰出を行っており実質赤字額は

生じていない。 

     2 事業規模=営業収益の額-受託工事収益の額（法非適用の場合はそれぞれ相当する額) 

なお，宅地造成事業のみを行っている公営企業（法適用）は事業規模=資本+負債である。 

 

財政健全化法上，資金不足比率が経営健全化基準である 20％以上になると，経営健全化計画を

議会の議決を経て定めなければならない。このほか，地方財政法上，資金不足比率が 10％以上に

なると，起債にあたり総務大臣の許可が必要となり，資金不足解消計画の策定が必要となる。 

平成 30 年度決算に基づく資金不足比率の状況は第１３表のとおりであり，公営企業に係る特別

会計 11 会計のうち，資金不足比率が算定されたのは自動車事業会計の 1 会計である。 

自動車事業会計の資金不足比率は 18.3％となっており，前年度に比べ 1.5 ポイント悪化してい

る。これは資金不足額が増加したことに加え，営業収益が減少したことによる。 

 

第 １３ 表   資 金 不 足 比 率 の 状 況 
 

（単位　金額：千円，比率：％）

市 場 事 業 費 0 1,421,209 － 0 1,409,495 －

食 肉 セ ン タ ー 事 業 費 0 162,460 － 0 155,975 －

農 業 集 落 排 水 事 業 費 0 108,865 － 0 107,831 －

市 街 地 再 開 発 事 業 費 0 235,000 － 0 0 －

下 水 道 事 業 会 計 △ 26,887,697 22,558,551 － △ 26,189,609 22,588,956 －

港 湾 事 業 会 計 △ 34,879,047 16,250,348 － △ 14,224,571 15,394,269 －

新 都 市 整 備 事 業 会 計 △ 114,021,812 265,298,123 － △ 112,544,397 289,915,868 －

自 動 車 事 業 会 計 ※ 1 1,823,833 9,962,355 18.3 1,714,396 10,145,011 16.8

高 速 鉄 道 事 業 会 計 △ 4,653,749 21,010,439 － △ 1,728,513 21,047,063 －

水 道 事 業 会 計 △ 15,881,195 31,286,581 － △ 14,413,831 31,525,021 －

工 業 用 水 道 事 業 会 計 △ 1,894,367 1,422,092 － △ 1,690,030 1,409,323 －

資金不
足比率

資金不足額 事業規模
資金不
足比率

平成29年度平成30年度

資金不足額 事業規模

 
※1 平成 30年度資金不足額=[(流動負債 36億円-流動負債に計上されている建設改良費等に充てる企業債 2億円-流

動資産 15 億円] 

備考：資金不足額欄において，資金不足額は正数表示となる。



 

 

 

 

《 参 考 資 料 》 

 

 

 

 

 

別表 １－１～１－３，２－１～２－２
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《 総務省「平成 29 年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率の概要(確報)」より集計》 

別表１－１   平成 29 年度決算に基づく健全化判断比率(政令市)の状況 

（単位　比率：％）

札 幌 市 － 札 幌 市 － 札 幌 市 2.8 浜 松 市 －

仙 台 市 － 仙 台 市 － 相 模 原 市 2.9 さいたま市 15.3

さいたま市 － さいたま市 － さいたま市 5.1 岡 山 市 18.3

千 葉 市 － 千 葉 市 － 堺 市 5.6 堺 市 22.9

横 浜 市 － 横 浜 市 － 大 阪 市 5.7 相 模 原 市 39.0

川 崎 市 － 川 崎 市 － 神 戸 市 6.6 静 岡 市 56.9

相 模 原 市 － 相 模 原 市 － 川 崎 市 6.9 札 幌 市 63.8

新 潟 市 － 新 潟 市 － 岡 山 市 7.0 大 阪 市 65.2

静 岡 市 － 静 岡 市 － 静 岡 市 7.3 神 戸 市 78.8

浜 松 市 － 浜 松 市 － 浜 松 市 7.4 仙 台 市 101.1

名 古 屋 市 － 名 古 屋 市 － 仙 台 市 8.2 川 崎 市 121.7

京 都 市 － 京 都 市 － 熊 本 市 8.8 名 古 屋 市 125.0

大 阪 市 － 大 阪 市 － 名 古 屋 市 10.5 熊 本 市 127.8

堺 市 － 堺 市 － 新 潟 市 10.9 福 岡 市 135.5

神 戸 市 － 神 戸 市 － 福 岡 市 11.7 横 浜 市 145.6

岡 山 市 － 岡 山 市 － 北 九 州 市 12.2 新 潟 市 146.1

広 島 市 － 広 島 市 － 京 都 市 12.8 千 葉 市 159.4

北 九 州 市 － 北 九 州 市 － 横 浜 市 13.3 北 九 州 市 175.6

福 岡 市 － 福 岡 市 － 広 島 市 13.8 京 都 市 197.4

熊 本 市 － 熊 本 市 － 千 葉 市 15.8 広 島 市 199.6

平　　均 － 平　　均 － 平　　均 9.0 平　　均 106.0

実 質 赤 字 比 率 連結実質赤字比率 実 質公 債費 比率 将 来 負 担 比 率

 
  備考 1 実質赤字額や連結実質赤字額及び将来負担額がない場合は，「－」と表記している。 

     2 早期健全化基準は，各団体とも実質赤字比率 11.25％，連結実質赤字比率 16.25％，実質公債費比率 25％，

将来負担比率 400％である。政令市はいずれの比率も早期健全化基準を下回っている。 

     3 平均値は加重平均である。 

 

別表１－２   平成 29 年度決算に基づく健全化判断比率が早期健全化基準以上である団体数 

 

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 1 (1) 1 2 (1)

0 0 0 0 0

0 0 1 (1) 1 2 (1)

政 令 市・ (20団体)

実質 赤字 比率

都道府県・ (47団体)

合  計・(1,788団体)

町    村・(927団体)

市    区・(794団体)

合 計連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来 負担 比率

 
備考 1 （ ）内の数値は，財政再生基準以上である団体数であり，内数である。 

   2 将来負担比率には，財政再生基準はない。 

   3 「合計」は，延べ団体数であり，早期健全化基準（財政再生基準）以上である団体の純計は，1(1)団体(市

1(1))である。 
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別表１－３   平成 29 年度決算に基づく項目別将来負担額等の状況 

(単位　金額：億円，比率：％）

政令市（平均）

金額 構成比 対分母比 金額 構成比 対分母比

12,223 78.3 324.7 10,671 76.7 332.2

141 0.9 3.8 206 1.5 6.4

1,828 11.7 48.6 1,877 13.5 58.4

6 0.0 0.2 22 0.2 0.7

1,399 9.0 37.2 1,064 7.6 33.1

10 0.1 0.3 81 0.6 2.5

－ － － － － －

－ － － － － －

将来負担額合計額 15,607 100.0 414.6 13,922 100.0 433.4

2,816 22.3 74.8 1,992 18.9 62.0

2,187 17.3 58.1 2,358 22.4 73.4

7,635 60.4 202.8 6,164 58.6 191.9

充当可能財源等合計 12,639 100.0 335.7 10,514 100.0 327.3

4,371 － 116.1 3,682 － 114.6

607 － 16.1 470 － 14.6

将来負担比率算式分母

（⑫－⑬）
3,764 － 100.0 3,212 － 100.0

将来負担比率 78.8% － － 106.0% － －

③公営企業債等繰入見

   込額

神戸市

⑬算入公債費等の額

⑫標準財政規模

⑪①～④に係る基準財

   政需要額算入見込額

⑩充当可能特定歳入

⑨充当可能基金

⑧組合等連結実質赤字

   額負担見込額

①一般会計等に係る

   地方債の現在高

⑦連結実質赤字額

②債務負担行為に基づ

   く支出予定額

⑥設立法人の負債額等

   負担見込額

⑤退職手当負担見込額

④組合等負担等見込額

 

（注）1 計数の表示単位未満を四捨五入しているため，内訳が合計と一致しない場合がある。 

      2 将来負担比率の算式〔①～⑧の合計値(将来負担額)－⑨～⑪合計値(充当可能財源等)〕/(⑫－⑬) 

      3 構成比欄①～⑧は将来負担額に占める割合，⑨～⑪は充当可能財源等に占める割合である。 

      4 対分母比欄は将来負担比率算式分母(⑫－⑬)を 100 とした場合の比率である。 

     ※ 「平成 29 年版地方財政白書 第 134 表 項目別将来負担額等の状況」より集計 
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別表２－１  平成 29 年度決算に基づく資金不足比率(政令市の公営企業会計)の状況 

公営企業会計名 資金不足額 資金不足比率 標準財政規模比

自動車事業会計 1,714,396 16.8 0.4

自動車運送事業会計 634,971 9.4 0.2

病院事業会計 142,569 0.9 0.1

自動車運送事業会計 224,959 2.7 0.1

2,716,895 - -政令市合計

政 令 市

（単位　金額：千円，比率：％）

神 戸 市

千 葉 市

川 崎 市

仙 台 市

 

備考 1 資金不足額がある公営企業会計のみ記載している。 

2 資金不足比率には，財政再生基準はない。 

 

 

別表２－２  平成 29 年度決算に基づく資金不足比率が経営健全化基準以上である公営企業会計数 

水 道 事 業 0 / 25 0 / 19 0 / 1,211 0 / 93 0 / 1,348

簡 易 水 道 事 業 0 / 1 0 / 2 1 / 592 0 / 3 1 / 598

工業用水道事業 0 / 40 0 / 9 0 / 97 0 / 9 0 / 155

交 通 事 業 0 / 3 0 / 20 0 / 56 0 / 3 0 / 82

電 気 事 業 0 / 25 0 / 2 0 / 67 0 / 4 0 / 98

ガ ス 事 業 0 / 0 0 / 1 0 / 25 0 / 0 0 / 26

港 湾 整 備 事 業 0 / 35 0 / 4 0 / 41 0 / 6 0 / 86

病 院 事 業 0 / 37 0 / 14 2 / 447 0 / 80 2 / 578

市 場 事 業 0 / 9 0 / 19 0 / 123 0 / 9 0 / 160

と 畜 場 事 業 0 / 1 0 / 5 0 / 31 0 / 7 0 / 44

宅 地 造 成 事 業 0 / 48 0 / 20 1 / 361 2 / 6 3 / 435

下 水 道 事 業 0 / 45 0 / 28 2 / 2,445 0 / 21 2 / 2,539

観 光 施 設 事 業 0 / 6 0 / 4 2 / 236 0 / 0 2 / 246

そ の 他 事 業 0 / 16 0 / 1 1 / 76 0 / 37 1 / 130

合 計 0 / 291 0 / 148 9 / 5,808 2 / 278 11 / 6,525

合計都道府県 政令市 市区町村 一部事務組合等

 

（注）分母は事業種類別の公営企業会計数である。 

 


